予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：文書費　　　
	事業名　文書業務委託費（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　    総務部　法務・情報公開課　文書・情報公開係　
電話番号：058-272-1111（内2118）

　　　　　　　　　      E-mail： c11124@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       　　　　　11,449千円（前年度予算額：  5,392 千円）

　　　　　　※債務負担行為額(H31.4～H31.9）：2,440千円（文書収受業務委託のみ）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,392
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,392

	要求額
	11,449
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,449

	決定額
	11,449
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,449


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
ア　文書収発業務委託

平成15年度までは、日々雇用職員と専門職を雇用して文書収受発送業務を行ってきたが、経費節減を図るとともに、民間のノウハウを活用した効率的な業務運営を目指して平成16年度から、文書収発業務を一括して外部委託している。

（業務量参考）①郵便物等の受領　　年間　約50万件

　　　　　一日平均　約2,000件　　配布所属　約100所属（本庁）
②郵便物の発送　　年間　約35万件  一日平均　約1,500件
平成28年度に入札を執行した平成28年10月から平成31年９月までの現契約において、テルウェル西日本株式会社が受託している。

業務を一括して外部委託することにより、季節ごと時間帯ごとにあわせて、人的資源の投入にメリハリをつけることが可能になり、経費（人件費）の節減、職員の人員配置の合理化が実現でき、行政のスリム化を図ることができている。   また、文書収受発送室の業務について、指示管理する法務・情報公開課職員の負担が軽減され、民間のノウハウを活用したことにより効率的な文書収発業務ができている。

　 ※雇員・非常勤専門職雇用従来方式

　　 （平成15年度当初予算額　10,999千円）
イ　新 文書巡回回収業務委託
　　各所属の文書は、各所属の担当者が取りまとめ、伝票を作成し、指定された
時間内に集荷及び受領している。

指定された時間内に文書を持ち込む必要があり、また、文書が届いていなく

とも確認のために発送室へ行く必要があることから職員の負担が大きい。

各所属の文書収発業務の実態及びニーズを把握するため、文書収発担当者へ

のアンケート調査を実施したところ、文書の巡回回収及び受領の業務委託を希望する所属が多数あった。

　県庁舎内全ての所属の文書の巡回回収及び受領業務を業者へ委託すること
により、文書の確実な収受、人件費の削減及び職員の負担の軽減が見込まれる。

ウ　データ入力業務委託

指定供用物（所属別郵便料金）の請求の際に、各課別に郵便代金を振り分けるためのデータ入力を業務委託する。郵便及び荷物発送の際に文書収受発送室に提出される「郵便物発送伝票」及び「荷物発送伝票」に記載のある所属コード、種別コード、発送数量若しくは料金、重量の項目についてCSVデータ入力を行う。

平成20年度までは、出納管理課所管の用度事業特別会計の中の調達事務費からデータ入力業務委託費を支出していたが、平成20年度の会計検査により当該事務費は国庫補助金が充当されており、事務費の支出は好ましくないとの指摘があったため、平成21年度からは当課から要求している。なお、契約事務については、県庁内でデータ入力業務委託が必要となる複数所属で年度毎に交代制で契約業務を行い、平成30年度については医療整備課が担当した。
平成30年度は、株式会社電算システムが受託している。

毎日、本庁各所属から文書収受発送室に提出される「郵便物発送伝票」及び「荷物発送伝票」に記載の多量なデータを専門業者に委託を行うことで、各所属に対し正確な発送料金の請求ができている。
（２）事業内容

ア　文書収発業務委託

県庁本庁舎内の文書収受発送室において集中的に行っている、文書の受領、発送に関する文書収発業務を複数年契約で外部に委託している。

複数年契約をすることにより、年度切り替え時の業者変更による文書収受業務の混乱を回避すると共に、スケールメリットを生かして消耗品単価の減額が見込まれる。

なお、新庁舎への移転時期を考慮し、契約期間を2年間とする。
・契約先　テルウェル西日本（株）

・契約金額　14,634,595円
・契約期間　平成28年10月～平成31年9月


イ　新 文書巡回回収業務委託

職員が実施している発送物の集荷及び受領等のうち、文書巡回回収業務を委
託業務として外注することにより、一般職員と比較して単価を抑えることができるため、人件費を削減することが見込まれる。
ウ　データ入力業務委託

指定供用物（所属別郵便料金）の請求の際に、各課別に郵便代金を振り分けるためのデータ入力を業務委託する。

（３）県負担・補助率の考え方

　　県庁で収発する文書の受領・発送業務、県の指定供用物請求のためのデータ入力であるため、県費での負担が適当である。
○文書収発業務委託費　6,293千円（H30当初　4,879千円）

【積算額】

・平成31年4月から平成31年9月まで　　業務分　　2,259千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税　　　181千円

　　・平成31年10月から平成32年3月まで　 業務分　　3,502千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税　　　351千円

○文書巡回回収業務委託費　 4,629千円
【積算額】

・平成31年4月から平成31年9月まで　　業務分　　2,124千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税　　  169千円
・平成31年9月から平成32年3月まで　  業務分　　2,124千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税　　　212千円
○データ入力業務委託費　　527千円（H30　513千円）

【積算額】

・データ件数　65,975件(H30見込)×1.04(増加率見込)※＝68,614件
・契約単価（8％消費税込）7.6032円(H30)　→　7.6032円（H31）
　平成31年4月～9月　34,307件
契約単価7.6032円×データ件数34,307件＝260,843円

　　
　　・契約単価（10％消費税込）7.6032円÷8％×10％＝7.744円

　　・データ件数　

平成31年10月～3月　34,307件
契約単価7.744円×データ件数34,307件＝265,674円

　　　※増加率について

直近3ヶ年の伸び率の平均値により算出
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	
	

	役務費
	
	

	委託料
	  6,293　4,629 　　　

527
	文書収発業務委託
新 文書巡回回収業務委託

データ入力業務委託

	工事請負費
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	合計
	 11,449
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 後年度の財政負担
一　文書収発業務委託
（旧契約・・債務負担行為）
	項目
	H28.10～H29.3
	H29.4～H30.3
	H30.4～H31.3
	H31.4～H31.9
	合計

	業務分
	2,259
	4,517
	4,517
	2,259
	13,552

	消費税
	181
	362
	362
	181
	1,086

	合計
	2,440
	4,879
	4,879
	2,440
	14,638


（新契約・・長期継続契約）
	項目
	H31.10～H32.3
	H32.4～H33.3
	H33.4～H33.9
	合計

	業務分
	3,502
	7,055
	3,485
	14,042

	消費税
	351
	706
	349
	1,406

	合計
	3,853
	7,761
	3,834
	15,448


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	引き続き、正確かつ安定的な文書収発業務を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	指標は設定できない
（理由は後述）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	正確かつ安定的な文書収発業務を計測する指標がないため。



（前年度の取組）

	平成２８年１０月１日から平成３１年９月３０日まで、テルウェル西日本株式会社に、文書収発業務を委託している。



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

文書収発業務は、１０月を始期とした複数年契約であることから、年度当初の繁忙期を滞ることなく実施している。

平成２８年１０月に現契約を締結しており、平成３１年度においても４月当初から滞りなく業務が実施されることが見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	文書収発という定例業務について、熟練した専門職員を配置して、滞りなく業務を遂行する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	安定的な文書収発業務を行うことで、職員の円滑な業務遂行に資する。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　
○

	民間に業務を委託することにより、経費節減を図るとともに、民間のノウハウを活用した効率的な業務運営ができる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　業者が変更になった場合にも、マニュアル以外に発送室内で培われてきたノウハウを、引継ぐための体制を検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後も引き続き正確かつ安定的な文書収発業務を行う必要がある。


